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1.はしがき
最終処分場の不足が深刻化する中，廃棄物の減量と資源の有効活用を狙いとした家電リサイクル
法(特定家庭用機器再商品化法)が 1998年5月に国会で成立し翌年 12月から施行.2001年4月か
らの本格施行が予定されている。この法律が本格施行されると，製造業者と輸入業者，小売業者，
消費者はそれぞれ，廃家電製品のリサイクルのために一定の役割を果たすことが求められる。製造
業者等には，自社製廃家電製品の引取りとリサイクルの義務が，また小売業者には過去に販売した
家電製品や新製品販売時に要求のあった同種の旧製品を引き取り，製造業者等に引き渡す義務が課
せられる。
新制度のもとで，廃家電製品を小売業者等が引き取る際，消費者は収集運搬・リサイクルにかか
わる料金の支払いを求められる。この料金の額が消費者の受忍限度を超える場合には，消費者の反
発や不法投棄の増大を招くおそれがある。
したがって，この料金の設定にあたっては，収集運搬やリサイクルを能率的に行った場合の適正
な原価を勘案する一方で，消費者の支払意志額 (WTP)も十分考慮する必要がある。また，この制
度の円滑な運用を確保し，循環型経済社会構築に向けた基盤整備を図っていくためには，情報開示
による消費者の理解と WTPとの関係，リサイクル材料を使用した製品に対する消費者の受容性な
ど，消費者意識に関する調査が欠かせない。そこで今回，家電リサイクル新制度に対する消費者意
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識についてアンケート調査を実施した。
この調査では，消費者の品目ごとの WTP，WTPを上回る費用負担のもとで、の不法投棄の意向，
情報開示と WTPや不法投棄意向との関係，再生材料を使用した家電製品についての購入意向など
について興味深い知見が得られた。
2.新制度構築の背景
(1) 新法制定の背景
所得水準の向上に支えられた世帯当たり保有量の増加や高機能化に伴う利用年数の短縮化などの
要因により，廃家電製品の排出量が一貫して増大している(図表 1)。消費者が排出した廃家電製品
は，現在その約 8割が販売庖等により引き取られ，残り 2割が地方自治体の収集システムにより回
収されているが，販売届引取分の一部がその後自治体の処理に委ねられることから，中間処理につ
いてみると約6割が民間処理業者， 4割が自治体によりそれぞれ行われている。処理段階では，破
砕・磁選別などのプロセスを経て鉄などの金属回収が行われるが.シュレッ夕、ーダストと呼ばれる
プラスチック状の残さについては最終的に埋め立て処分される。そのために必要な最終処分場の不
足が深刻化している υ 最終処分場の残余年数(1996年度)は，全国平均で産業廃棄物について 3年
程度，一般廃棄物について8年程度，特に逼迫の度合いが顕著な首都圏ではそれぞれ 1年， 5年程
度となっている。
また，発生量の増大だけでなく，シュレッダーダストについては，鉛など有害物質の漏出による
河川や地下水の汚染も問題とされ，廃棄物処理法改正により 1996年4月から遮水シート等を設置
した管理型処分場での廃棄が義務づけられるようになったが，地元住民の反対運動に直面するなど，
新規の施設建設はきわめて困難な状況にある。このままでは 2000年初頭には全国の処分場が満杯
になることが確実とみられる。
一方，わが国は銅や亜鉛について世界全体の消費量の l割を超えるなど，希少な鉱物資源の大消
図表1 家電4品目の排出台数(推定)
(単位:万台)
1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年
ァレビ 514 548 589 635 684 737 
冷蔵庫 345 352 363 375 385 392 
洗濯機 383 388 396 406 418 432 
エアコン 236 259 289 326 361 392 
合計 1.478 1.548 1.636 1.742 1.848 1.953 
(出所)家電製品協会調べ
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費国でありながら，鉱石の自給率は諸外国と比較してきわめて低く，銅 0.04%，亜鉛 10.2%，鉛
4.1 %，鉄・アルミニウム・ニッケルなどはほぼ0%となっており，大部分の鉱物資源を海外から
の輸入に依存している 1)。埋蔵量ベースでみた鉱物資源の可採年数は，銅・亜鉛・鉛などで 40~
60年程度といわれ，資源面での制約の強化が今後，経済発展や国民生活に影響を与えることが懸念
されている。
こうした事態に対応して，新たにリサイクル基盤を整備・強化し，廃棄物の減量化と再生資源の
有効活用を図ることを狙いとして，家電リサイクル法が制定されることとなったのである。
(2) これまでの制度的取り組み
廃家電製品のリサイクルについては，廃棄量の増大と適正処理の困難化に対応して，これまでに
も基盤整備に向けた取り組みが行われてきた。
まず，生産・流通段階での取り組みとして， 1991年に再生資源利用促進法(リサイクル法)が制
定・施行されている。この法律では，使用済み機器のうち資源の有効利用の観点から特にリサイク
ル促進の必要が大きいものについて「第一種指定製品Jとして指定しそれらの製品の製造業者等
に対して，環境の保全と資源の有効利用の観点から製品アセスメントの実施等を定めた判断基準の
道守を義務づけている。具体的には，製造業者はその製品の設計段階において，判断基準で示され
た「材料の工夫J.1構造の工夫J，1分別のための工夫J，1処理にかかわる安全性の確保」に基づい
て事前評価を行わなければならない。家電4品目については，自動車とともに第一種指定製品に指
定されている。
これを機に家電業界サイドでも，業界団体の家電製品協会が①減量化，②再資源化，③破砕処理
の容易化，④分解分離の容易化.①分別処理の容易化，@回収と運搬の容易化，⑦安全性と環境保
全性，③包装，①情報の開示の 9分野， 44項目からなる「製品アセスメントマニュアル」を作成し
会員各社に対してこれに基づいた評価基準の策定を求めている。これを受けて，家電各社は独自の
製品アセスメント基準を作成するなど，リサイ 1)ルしやすい製品づくりへの取り組みがようやく開
始された。
一方，廃棄・処理段階での取り組みとして， 1991年に廃棄物処理法が改正され，製品の機能高度
化や大型化などに伴って市町村の技術や設備では適正な処理が困難となった一般廃棄物について，
市町村がその処理を行う上で必要な協力を製造業者や販売業者に対して求めることができるものと
する指定一般廃棄物制度(同法第6条の 3)が創設された。現在，家電製品では大型テレビと大型
冷蔵庫が，自動車タイヤ，スプリング付きマットレスとともに， 1指定一般廃棄物」に指定されて
1 )産業構造審議会地球環境部会・廃棄物リサイクル部会合同基本問題小委員会報告書『循環型経済システムの構築に向けて1
1999年7月. 1頁。
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いる。この制度のもとで，市町村の求めがあった場合，製造業者や販売業者は，消費者が新規に製
品を購入した時に販売店等が引き取った指定一般廃棄物について，市町村以外の処理システムで処
理または委託処理する，などとされている。これを受けて，家電業界では， r廃家電品適正処理協
力システム」を構築し，自主的に対象品目を洗濯機とエアコンまで拡大して，この制度に参加する
販売庖への手数料の提供，適正処理業者への処理委託，簡易マニフェスト制度の実施等を行い，ま
た市町村に対して収集運搬機器やフロン回収機の購入等の助成をしている。
(3) 高度なリサイリルシステムの構築ヘ
こうした取り組みは，廃家電製品の適正処理について一定の効果を上げていると評価できるもの
の，リサイクルのレベルについては循環型経済社会システムとはおよそかけ離れているのが実態で
ある。全国都市清掃会議が全国490の市町村を対象に実施した調査によれば，家電4品目について
「鉄と非鉄を回収している」がおよそ半数， r鉄のみを回収している」が約3割，金属回収をしない
で処分している市町村も 13-18%あった 2I。現在，市町村や民間処理業者により実施されている
処理は，シュレッダーにかけて粉々に破砕した後，磁力選別機や風力選別機等を用いて金属を回収
する方法で行われている。こうしたやり方では，高度な水準のリサイクルを行うことはできないし，
鉛等の有害物質の除去や部品の再利用も不可能である。
これまでの水準を超えた高度なリサイクルを実現するためには，家電製品の構造について詳細
な情報を有する製造業者自らがリサイクルを行う必要があると考えられた。その背景として.欧
州諸国を中心に「拡大生産者責任J(EPR)の考え方が台頭してきたことがあげられる。それによ
れば，製造業者は材料の選択，製品の生産，保証期間の補修に責任を負うだけでなく，その廃棄
後のリサイクルを含む製品のすべての段階，つまりライフサイクルの環境影響に対して一定の責
任を負うべきであるとされる。製造業者が自社が生産した製品についてリサイクルをすることと
なれば，リサイクルしやすい製品づくりをするようになるため，リサイクルの高水準化とコスト
低減が促進されるはずである。こうした考え方に立って，家電リサイクル新制度の法制化が行わ
れることになった。
3.家電リサイクル新制度の枠組み
(1) 対象機器
家電リサイクル法では，廃棄物の適正処理と再生資源の利用促進のために製造業者等や小売業者
2 )全民都市清掃会議「家電')サイクル法への対応についてのアンケート調査(1999年2月12日-3月20日実施)Jr環境新
聞j1999年5月26日付掲載。
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に具体的な義務を課すべきものを「特定家庭用機器」として，政令で指定することとしている。指
定対象となる機器は，一般消費者が通常生活で用いる電気機器その他の機械器具のうち，次の 4つ
の要件のすべてに該当するものとされている。
① 市町村等の廃棄物の処理に関する設備および技術に照らし廃棄物になった場合にそのリサイ
クルが困難であるもの
② 廃棄物になった場合にそのリサイクルが資源の有効利用を図る上で特に必要なもののうち，リ
サイクルについての経済性の面での制約が著しくないもの
③ 設計または部品・原材料選択が，廃棄物になった場合にそのリサイクルの実施に重要な影響を
及ぼすもの
④ 小売業者が相当数を配達していることから，廃棄物となったものについて小売業者による円滑
な収集を確保できるもの
この法律は，小売業者・製造業者等への義務づ、け等の部分を除き. 1998年 12月から施行されて
いるが，すでに政令によりエアコン，テレビ，冷蔑庫，洗濯機の4品目が本格施行当初からの対象
機器として指定されている。これら 4品目は，廃家電製品の排出量の約8割を占めている。
(2) 役割分担
この法律では，廃家電製品のリサイクルを推進するために，製造業者，小売業者，消費者など社会
の構成主体がそれぞれの役割を果たすことを求めている。この役割分担を描いたものが図表2である。
[製造業者・輸入業者の役割]
製造業者は，その製品について豊富な情報と技術を有しており，廃棄物として回収された後に，
最も適切かっ高度なリサイクルを最も低いコストで実施することが可能な立場にある。また，製造
業者が使用済み自社製品のリサイクルを行うこととなれば，リサイクルしやすい製品づくりへの取
り組みが促進されることが期待できる。一方，家電製品などの輸入業者についても，国産品と輸入
品との公平性確保の観点から，製造業者と同様の役割を果たすべきであり，それによりリサイクル
しやすい製品の輸入が促進されると考えられる。
こうした考え方に立って，製造業者等に対して次の2つの義務が課せられている。
① 使用済み自社製品の引取りを求められたときは，あらかじめ指定した場所(指定引取場所)に
おいてこれを引き取ること
② 主務大臣の定めるリサイクル基準に従い，使用済み自社製品のリサイクルを行うこと
これらの義務の履行を担保するため，①または②を行わない製造業者等に対しては，勧告・命
令・罰則の措置が講じられる。なお，製造業者等がこの法律に基づいてリサイクルを実施するとき
~93~ 
?????
図表2 家電1)サイクル新制度の概念図
排出者
適正な引渡し
収集・リサイクルに関する費用の支払い
{> {> 
引取り義務
①nらが過去に小売りした対象機器過疎地等 ②資換えの際iこ引取りを求められたの[ri町村 対象機器
I~宇 11 小売業者 1市町村I|法人 II . -_"... I I '"円"  
引渡し 引i度し義務 引渡し可能 j
?????
，-'---'-一_.-一一一一一一_._.-一一一_._.-一一一一一一一一一一一一寸 1 1 ! i i i 
:11T(.，. h - $_時一-
i 引収り義務 il l :・・， 
江義務者不存在等 nらが過去に製造・輸入した !1 1 
.~一一 ι. 一一 一. . L'，J~申 Ih-:笠王号のzr;，斗 、1十急措塾手旦 : I I
・官ノ-J--J市甘り宮山 " ~"百帥 い
i-_四回目ー- . ・一一一 '一一 r 、-一1 指定 1 製造業者 1 1 ~ 1 
・|法人 II 輸入業者 I! I ;t置! I '"八 1 I 期入来合 1;川、 1 
I I • I .: I • -一一I ¥ • ¥ 一' 一、一.:・' ._._._._. _._._. _. _._._--ーー ・E・E・._._._._._._._._._._.-ー・ー・ー ・ーー .ー
リサイクルJ.ti¥f¥に従ったリサイクル実施義務
UH所)通産省資料c 1再尚品化等」を I'}サイクル」と書き換え。
は，主務大臣の認定を受けなければならない。この認定にあたっては，リサイクル行為による生活
環境への支障やリサイクル能力の保持の確認などが行われる。
製造業者等は.①の指定引取場所の設置にあたっては，地理的条件，交通事情，自社製品の販売
状況その他の条件を勘案して，リサイクルに必要な行為の効率的な実施と円滑な引渡しが確保され
るよう過不足なく適正に配置しその位置について公表しなければならないとされている。
また，製造業者等は，引取りを求めた者に対し，リサイクルに必要な行為について，料金を請求
することができる。この料金については，製造業者等はあらかじめ公表しなければならない。公表
された料金が適正な原価を著しく超えているとき，または公表した料金の額以外の額を請求してい
るときは，製造業者等に対して是正勧告・命令・罰則の措置が講じられる。
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なお，②のリサイクル義務に関連して，リサイクルと一体的に行うべき事項を政令で定めるとさ
れており，政令ではエアコン・冷蔵庫の冷媒フロンの回収・破壊を行うこととしている。
[小売業者の役割]
小売業者は従来から商慣行として，買換え時に使用済み家電製品の引取りを行ってきたことから，
最も効率的な収集・運搬ができると考えられる。したがって，この法律では，小売業者に対して，自
庖で過去に販売した使用済み製品，および、新製品販売時に要求のあった同種の旧製品を引き取り，製
造業者等に引き渡す義務を課せている。ただしリユースに廻す場合には，引渡し義務を免除される。
引取りの際，小売業者は，排出者に対して，収集・運搬に関する料金，および製造業者等のリサ
イクルに関する料金を請求することができる。収集・運搬料金については，小売業者はあらかじめ
公表しなければならない。公表された料金が適正な原価を著しく超えているときは，小売業者に対
して是正勧告・命令・罰則の措置が講じられる。
小売業者は，排出者から使用済み製品を引き取る際，所定事項を記載した管理票(マニフェスト)
の写しを交付，それを製造業者等に引き渡すときにも同様にする。小売業者と製造業者等には，管
理票や写しの保存が義務づけられている。この仕組みは不適正な処理の防止と制度の透明化を狙い
としたものである。これにより消費者は，排出した使用済み家電製品が指定引取場所で製造業者に
引き渡されたかどうかを，小売業者等に問い合わせて確認できることになる。
[消費者の役割]
消費者については，廃家電製品を排出する場合に，そのリサイクルが確実に実施されるように小
売業者や製造業者等に適切に引き漉し，その請求に応じて料金を支払うことが求められている。そ
の際，製造業者等が公表し，請求する料金については，リサイクルに必要な行為を能率的に実施し
た場合の適正原価を上回るものであってはならず，料金の設定にあたっては排出者の対象機器の適
正な排出を妨げることのないよう配慮しなければならないとされている。また，小売業者が公表し，
請求する料金については，収集・運搬を効率的に行った場合における適正原価を勘案して定めるも
のとされ，料金設定にあたっては，適正な排出を妨げることのないよう配車しなければならないと
されている。
[指定法人の役割]
製造業者や小売業者の役割を補完する役割を担うのが，公益法人の中から主務大臣が指定する指
定法人である。その業務は，①製造業者等の倒産などによってリサイクルの義務者が不明となった
場合に，廃家電製品のリサイクルを実施すること，②中小規模の製造業者および輸入業者の委託に
??
よる場合に，廃家電製品のリサイクルを実施すること，③製造業者等への引渡しが困難な地域の市
町村またはその住民からの求めに応じて廃家電製品を製造業者等に引き渡すこと，とされている。
[市町村の役割]
従来，粗大ごみとして収集してきた市町村は，廃家電製品を回収した場合にこれを製造業者等に
引き渡すことができる。市町村により回収された廃家電製品のリサイクルの実施については，製造
業者等が行うことが基本であるが，この法律の本格施行に合わせて強化された廃棄物処理法の廃棄
物処理基準に基づいて，市町村が自ら廃家電製品の処理を行うことは可能である。
(3) リサイクルの基準
製造業者等は，引き取った廃家電製品について，毎年度，品目ごとに政令で定められるリサイク
ル基準(法律では「再l商品化等31を実施すべき量に関する基準J)に従って. リサイクルをしなければ
ならない。リサイクル基準は，一年間に製造業者等が引き取った廃家電製品の量とリサイクルされ
た量との重量比で表される。政令では本格施行当初のリサイクル基準は，エアコンについて 60%.
テレビについて 55%，冷蔵庫と洗濯機について 50%と定められた。その算定根拠は次のとおりで
ある 41。
まず，マテリアル・リサイクルすべきものとして基準の算定根拠に盛り込むものを，鉄，アルミ
ニウム，銅およびこれらの化合物を原材料とする部品または素材，テレビ受信機のガラス類および
プリント基板中の金属類とする。次に，素材回収・再資源化の効率(表留まり)について，現在の
処理状況を勘案して 80%と見込む。また，プラスチック類のリサイクルを促進する観点から，一
3 )本法でいう「再商品化等J(¥，、わゆる「リサイクルJを指す)は， r機械器具が廃棄物となったものから部品および材料を
分離し，自らがこれを製品の部品または原材料として利用する行為，または他の利用する者に有償または無償で譲渡しうる
状態にすること」と定義きれる「再商品化J(マテリアル・リサイクル)と， r機械器具が廃棄物となったものから分離した
部品および材料のうち再商品化されたもの以外のものであって，燃焼の用に供することができるものまたはその可能性のあ
るものを熱を得ることに自ら利用する行為，または他の利用する者に有償または無償で譲渡しうる状態にすること」と定義
される「熱回収J(サーマル・リサイクル)とを包摂する概念である。ただし，本法では，マテリアル・リサイクルをサーマ
ル・リサイクルに優先するものとして位置づけているコ
4 )厚生省水道環境部リサイクル推進室 f特定家庭用機器廃棄物に係る特定家庭用機器再商品化等の基準等及び廃棄物処理法
における廃棄物処理基準案に対する意見の募集J1999年3)J 16日，生活環境審議会廃棄物処理部会特定家庭用機器処理基
準等専門委員会『第6回議事録j1999年2月25日.同専門委員会報告 f特定家庭用機器廃棄物の処理についてJ1999年4
月20日を参照。同報告では，リサイクル基準設定のきいの考慮すべき事項として次の 4点をあげている。
① 新法により再商品化等の義務が課せられる製造業者等はこれまで廃棄物の処理を行っていなかったこと
@ 新法本格施行までの期間が2年であり，その筒，製造業者等は再商品化等にかかわる施設整備や処理委託先の確保等の
準備が必要であること
③ リサイクルを前提とせず製造された現在使用きれている機器の廃棄物についても新法における再商品化等の対象になる
こと
④ 再商品化等にかかわる費用は製造業者等の再商品化等料金に反映されることから，料金に対する排出者の受忍限度も十
分考慮する必要があること
その一方で， r新法の本格施行当初の技術水準および施設整備の状況に基づいた再商品化等・処理基準の設定のみでは，将
来にわたるリサイクル水準の向上，有害物質対策のさらなる促進，より効率的かつ効果的なリサイクルの実施のためには十
分とはいえなしづとも述べている。
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定量のプラスチックのマテリアル・リサイクルを見込んだものとする 5)。この考え方を算式で示す
と次のようになる。
鉄の含有率×素材回収効率+銅の含有率×素材回収効率+アルミの含有率×素材回収効率
(+ガラスの含有率×素材回収効率)
家電製品の使用期間が 10年にも及ぶことを勘案して，各品目について，素材含有率の 1980年代
初頭値と 1990年代初頭値での算定結果の平均値をとり，さらにプラスチックのマテリアル・リサ
イクルなどを勘案して，この値を 5%単位で切り上げると，上記の基準値となる。
将来的なリサイクル基準については，プラスチック類のリサイクル技術の開発やリサイクルを前
提とした製品の設計・製造・販売の進展を前提としてプラスチック類もリサイクルの対象とするこ
とにより，また部品・素材の分離・解体が容易な製品の設計・製造・販売の進展やリサイクル技術
の向上を見込んで歩留まりを 90%程度とすることにより，本法制定後に製造・販売される製品が
廃棄の中心となる 10年後(本法本格施行の7年後)を目途に 80-90%程度を想定している。また，
それまでの関においては，リサイクルの進展状況，処理施設の整備状況等を踏まえつつ，段階的に
1)サイクル基準を引き上げていくこととしている。
なお，製造業者等には，リサイクル基準の達成状況について，積極的に情報公開していくことが
求められている。
4.消費者の意識
(1) 家電リサイクル意識調査の意図
新制度のもとで，消費者は，使用済み家電製品の引き取りを求める際に，収集運搬・リサイクル
にかかわる料金を請求されることになる。これまで無料か，有料でもわずかな金額で引き取っても
らえただけに，請求される料金が高額となると消費者の反発を呼び，不法投棄の増大を招くおそれ
がある。したがって，収集運搬・リサイクルにかかわる料金を設定するにあたっては，消費者の品
目ごとの収集運搬・リサイクル費用支払意思 (WTP)をはじめ， WTPを上回る費用負担のもとで
の不法投棄の意向，収集運搬・リサイクル費用情報の開示が消費者の WTPや不法投棄に及ぼすイ
ンパクトなどを把握する必要がある。また，長期的に新制度の円滑な運用を確保するためには，リ
5 )プラスチックのサーマル・リサイクルのリサイクル基準への算定方法については，生活環境審議会特定家庭用機器処理基
準等専門委員会において引き続き検討するとされている。この委員会の事務局(厚生省)の説明では，マテリアル・リサイ
クルへの動機'ブけが働く方法として，サーマル・リサイクルの対象量についてエネルギー利用率を乗じた値をリサイクルを
行った量に加算する，などの方法が考えられるとしている。(同委員会 I第6回議事録』参照)
??? ?
サイクルして得られた再生材料を使用した家電製品についての購入意向，家電製品のリサイクル率
表示が製品選択に及ぼすインパクトなどについても知見を蓄積しておくことが必要である。
そこで筆者は， 1998年末から 99年初にかけて，首都圏(1都3県)在住の 2，000人(無作為抽出)
を対象に家電リサイクルに関する意識調査を郵送で実施， 430人(回答率21.5%)から回答を得た。
なお，調査票には，消費者の回答の円滑化を図るため，制度の概要を解説した「家電リサイクルの
新制度について」と題する 1，200字程度の説明文を添付した。以下では，この調査で得られた知見
を紹介する。
(2) 不法投棄をめぐる市民意識
この調査では冒頭，廃家電製品のリサイクルに必要な費用(同収から再資源化，最終処理まで)を
自分が負担する場合，どの時点で負担するのが適当だと考えるかを質問した。なお，この間いに対
する回答を容易にするために，以下の説明文を付した。
「家電リサイクル法においては，消費者の回収・リサイクル費用負担は廃家電製品の排出時と
することとされましたが，法案成立に至る過程では，製品価格に回収・リサイクル費用を上乗せ
して購入時に負担する方法を支持する意見も出されました。本法の本格施行の5年後に実施され
る法律見直しの際に，廃家電製品の排出段階での負担がよいのか，製品購入時の負担が望ましい
のか，について再び議論を呼ぶことが予想されます。
排出時に費用負担する場合の手IJ点としては，次の点などがあげられます。
① すでに保有している製品についてもリサイクル費用の負担を求めることができる
② リサイクル費用の合理的な算定が容易である
③ 消費者が費用を認識できるため廃棄物の発生抑制に効果的である
一方，価格上乗せにより製品購入時にリサイクル費用を負担する方法の利点としては，次の点
などがあげられます。
① 不法投棄が起こりにくい
② メーカーにリサイクル費用の低減を促すことができる
③ メーカーにリサイクルしやすい製品づくりを促すことができる」
この質問に対する回答は， i購入するときJが58%で， i廃棄するとき」の 39%を上回った(図
表3)。その理由(自由記述，掲載省略)について， l詩人するときと答えた人の多くが「不法投棄の
防止」をあげている。一般市民の多くが家電リサイクル新制度のもとで不法投棄が増大することを
懸念している実態が浮き彫りになった。
次に，家電リサイクル新制度のもとで懸念される不法投棄の可能性を探ることを狙いとした調査
を試みた。まず， 家電製品を買い換えた際，そこで不要となった古い製品を，引取り費用を支払
って販売庖に引き取ってもらった経験の有無と，ある場合の具体的な品目と金額を質問。そうした
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図表3 廃家電製品のリサイクルに必要な費用(回収から再資源化，再終処理まで)の負担方法
廃棄するとき
購入するとき
その他
購入するとき
57.7% 
その他
3.4% 
廃棄するとき
38.9% 
経験について「ない」が54%. ["ある」が46%. ある場合の品目は多いものから順に冷蔵庫(全
体の42%). テレビ (24%).洗濯機(14%).エアコン (7%)などで，金額的には 1.000-2.000 
円が過半数を占めている(図表4)。半数近い市民がすでに引取り費用支払いの経験を有することは，
新制度に対するアクセブタンスを推測する際の前提としておさえておく必要があろう。
その上で，回答者の地元自治体による粗大ごみ収集についての手数料の有無，有料の場合につい
て手数料を支払わずに家電製品を屋外に放置した経験の有無，ある場合の具体的な品目とそのとき
の手数料の金額を質問した。粗大ごみの収集については，有料自治体の多い首都圏での調査である
ことを反映して. ["有料」の比率が71%と. ["無料」の 29%を大きく上回っている。有料と答えた
市民 (295人)に対して不法投棄の経験を問うた質問に. ["ある」とした回答はわずか 1% (3人)
にとどまっている。投棄した品目はテレビ 1件，洗濯機 1件，掃除機 l件で，手数料の金額は 200
-1.200円であった(図表5)。
以上の調査結果から判断すると. 1.000 -2.000円程度の引き取り費用の負担を求められたとして
も，市民が不法投棄に走る可能性は小さいのではないかと推測される。
(3) 費用開示の重要性
次に，廃家電のリサイクルに必要な費用を自分が負担する場合，どれくらいなら負担しでもよい
と考えるかという質問をした。なお，この間いに答えやすくするために，次のような説明文を付し
た。
「リサイクル費用については，通産省の試算では本格施行時点で，指定4品目のリサイクル率
を重量比50%として，平均的費用を洗濯機2.500円，テレビ 3.000円，エアコン 4.000円，冷蔵
庫5.000円と推計しています。一方，家電製品協会では 3.500円から 1万円と見積もっています。J
この質問に対する回答は，図表6のようであった。品目別に WTPをみると，テレビ，洗濯機，
パソコンについては 2.000円以下なら負担しでもよいとする回答の比率が80%以上を占めたのに対
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図表4 販売盾への引取り費用の支払い
(1)販売庖に引き取り費用を支払った経験
ない
ある ある
45.9% 
(2) rある」とお答えの方の，その品目と金額
ril， tJ 金額 回答数 品目
FAX 1.050 I ァレピ
ウオシュレット 1.000 I ァレビ
エアコン 1.000 l ァレビ
エアコン 2.000 6 テレピ
エアコン 3.000 2 ァレピ
エアコン 4.000 テレピ
エアコン 7.000 ァレピ
エアコン 9.000 ァレピ
エアコン 10.000 l 電子レンジ
ガス"h 8.000 I 冷蔵庫
事手トラック 25.000 冷蔵庫.
自転車 1.000 冷最長康
炊飯器 500 冷蔵庫
スァレオ 5∞ 
ステレオ 3.000 f 令令蔵蔵庫
スピーカー 2.000 冷蔵庫
洗濯機 500 3 冷蔵庫
洗濯機 1.0∞ 7 冷蔵庫
洗濯機 2.∞o 12 冷蔵庫
洗濯機 3.000 5 冷蔵庫
ァレピ 5∞ ワープロ
金額
1.000 
1.050 
1.500 
1.700 
2.000 
2.500 
3.α00 
5.000 
1.8∞ 
500 
800 
1.αJO 
1.500 
2.'α)() 
2.500 
3.000 
4.0∞ 
5.000 
6.000 
10.000 
7.∞o 
ない
54.1% 
回答数
15 
1 
1 
8 
7 
5 
1 
2 
21 
4 
26 
10 
9 
2 
し，冷蔵庫とエアコンについては 70%台にとどまった。一方， 1，000 ~ 3，000円なら負担しでもよ
いとする回答比率をみると，冷蔵庫で 74%，エアコンで 73%を占めている。冷蔵庫については，
2，000 ~ 5，000円の負担をする用意のある人が半数近く (49%) もおり，リサイクル費用が割高につ
くとの認識が浸透していることが窺える。
さてここで，費用開示と WTPおよび不法投棄意向との関係を把握するために次のような質問項
目を設けた。まず，自分が考える以上に実際にリサイクル費用がかかり，その費用が開示された場
合，前の質問で回答した金額以上に負担する用意があるかどうかを質問。これに対する回答は，
「負担する用意がある」が66%と， r負担する用意がない」の 34%を大きく上回った(図表7)。
また，大型冷蔵庫で 5，000円程度，テレビ・洗濯機・エアコンで 3，000円程度のリサイクル費用
の負担を求められる場合，自分が，それらの家電製品を廃棄する際に，放置する意向があると思う
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図表5 自治体の粗大ごみ手数料と不法投棄
粗大ごみの
収集は有料
71.1% 
粗大ごみの
収集は無料
28.9% 
(1)粗大ごみ手数料の有無
粗大ごみの収集は無料
粗大ごみの収集は有料
(2) i有料」と答えた場合の，廃家電製品を不法投棄した経験
i:γ 立山~八九:
目 I I 
292人 (99.0%)
3人(1.0%)
。 ? ?? ?? 200 300 400 
(3) iある」と答えた場合の， kldjと手数料の金額
1.500円
200円
5οo円
(i主)他に自転車500rQ.机700fTlのいl答あり。
かどうか尋ねた。これに対する回答は， i放置する意向がなしリが89%，i放置する意向がある」
が 11%であった。そこで，放置の意向があると回答した人に対して，仮に 1)サイクル費用の適正
な開示がなされているとした場合，同様に放置する意向があると思うかどうかを質問した。これに
対する回答は， i放置する意向がない」が72%と， i放置する意向がある」の28%を大きく上回る
結果となった(図表8)。費用情報を開示して市民の理解を得ることが， WTPの向上と不法投棄の
防止にかなり有効であることを示唆するものといえよう。
(4) リサイクル製品に対する受容性
再生材料を使用した家電製品(以下「リサイクル製品J)とそうでない家電製品(以下「新材料製
品J) とを比べて，購入する場合の違いについて聞いた。自分がリサイクル製品を購入するとした
とき，新材料製品と比較して価格がどの程度であればリサイクル製品を購入するかを質問。これに
対する回答は図表9のようであった。
リサイクル製品の価格が新材料製品の価格より高くても購入する人は，回答者全体の 19%にす
ぎない。逆に，リサイクル製品の価格が新材料製品の価格より安ければ購入する人は，全体の
61 %にのぼる。今回の調査をみる限り，一般消費者はリサイクル家電製品に対して，日用雑貨品な
どとは異なって，かなり厳しい見方をしているといえる。
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ァレピ 洗濯機 冷蔵庫 エアコン パソコン
500円 108 99 57 73 118 
1.∞0円 155 149 103 113 119 
1.500円 25 41 32 35 21 
2.0001'1 68 64 97 84 70 
2.500円 3 。 13 17 7 
3.OO0fLJ 31 35 52 44 27 
4.oo0P1 。 2 5 7 3 
5.oo01lj 9 11 28 19 17 
10.0001'1 5 2 10 8 8 
15.000fl1 。 2 。
20.000円 。 。 。 1 2 
30.000円 。 。 。 。
30.0001'1以 l二 。
図表6
一+ーテレビ
-0-ー洗濯機
一合一冷蔵庫
一→←ー エアコン
→ー←ー ノ、ソコン
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費用情報が開示された場合にWTP以上に負担する用意の有無
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図表7
また，家電製品にリサイクル率の表示がなされた場合，製品選択の際の判断材料にするかとの質
とする回答は 10%にとどまり， i少しする」が 52%， i大いにする」も聞に対して， iしないJ
それが直ちにリサイクル製品の購入に結びつかないことは前の38%であった(図表10)。ただし，
質問に対する回答から明らかである。
一般消費者のリ今回の調査では，精密部品を多用する耐久消費財としての家電製品においては，
サイクル製品に対する受容性がまだ低いレベルにとどまっており，再生材料使用に難しさがあるこ
リサイクル部品の性能向上とコストダウンを図ることにより，消費者の受
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容性を高めていくことが望まれる。
とが浮き彫りになった。
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図表8 不法投棄の意向
(1) 大型冷蔵庫で5.000円程度，テレビ・洗濯機・エアコンで3.000円程度の回収・リサイクル費用の負担を
求められる場合の不法投棄意向
放置する意向がある I48人(11.4%)
放置する意向がない I372人 (88.6%)
。 100 200 3∞ 400 
(2) i放置する意向がある」と答えた場合の，リサイクルに必要な費用開示がされているとした際の不法
投棄意向
放置する意向がある I15人 (27.8%)
放置する意向がない I39人 (72.2%) 。 10 20 30 
図表9 再生材料を使用した家電製品についての購入意向
「リサイクル製品」の価格が「新材料製品」の価格より 2割以上高くても購入する
「リサイクル製品」の価格が「新材料製品」の価格より 2割程度品くても購入する
「リサイクル製品」の価格が「新材料製品」の価格より l割程度高くても購入する
「リサイクル製品Jの価格が「新材料製品」の価格と同価格で、あっても購入する
「リサイクル製品」の価絡が「新材料製品」の価格よりわずかでも安ければ購入する
「リサイクル製品」の価格が「新材料製品」の価格より l割程度安ければ購入する
「リサイクル製品」の価格が「新材料製品」の価格より 2割程度安ければ購入する
「リサイクル製idlJの価格が「新材料製品」の価格より 2割以上安ければ購入する
2割以上高くても購入する
2割程度高くても購入する
l割程度高くても購入する
同価格であっても購入する
わずかでも安ければ購入する
F 
I割程度安ければ購入する E;'t，'fii'-i;/i器禁慈善撚j
ト I I 
2割程度安ければ購入する区議 滋主号室 ì~?l
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図表10 リサイクル率表示を家電製品選択の判断材料にすることについての意向
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5.むすび
今回の調査の結果，次のような知見が得られた。
① 廃家電製品の排出時に請求される収集運搬・リサイクルにかかわる料金についての大多数の消
費者のWTPが2.000~ 3.000円程度(品目により異なる)である。
② 多数の消費者は， WTPをある程度上回る費用負担を求められても，不法投棄を行う意向がな
しミ。
③ リサイクルに必要な費用の開示がなされた場合， WTPの向上と不法投棄防止にかなり有効で、
ある。
④ 多数の消費者は，価格メリットがなければ再生材料を使用した家電製品を購入しない。
⑤ 家電製品のリサイクル率の表示がなされた場合，大多数の消費者が製品選択の判断材料にする。
これらの知見のうち，①の WTPについては雑誌『リサイクル文化Jが読者を対象として 1998
年4月に実施した調査(参考文献の拙稿参照)でも，ほほ同様の結果が得られている。なお②に関連
して， i放置」という表現ながら，不法投棄の意向を消費者にダイレクトに問うた調査は，これが
最初ではないかと思われる。
さて，新制度が広く消費者に受け入れられるようにするためには，制度の透明性の確保が欠かせ
ない。管理票の交付・保存と，排出者からの問合せへの返答義務づけがそのことを担保するために
考案された仕組みであることはすでに触れたところである。これと並んでリサイクルの成果やそれ
にかかわる費用などについての情報公聞がきわめて重要であり，それによる消費者の理解度向上は
WTPを押し上げ，不法投棄を防止する効果を有することが③の知見から確認された。
新制度のもとで，リサイクルが安定軌道に乗るためには，再生されたリサイクル財(再生素材，
再利用部品)に対して相応の需要が安定的に存在することが必要で、ある。しかしながら，現状では
リサイクル財は，パージン財と比較して価格や品質などの面で，製造業者や一般消費者から低い評
価を受けているようである。一般消費者のこうした評価は，今回④の知見で確認された。ただし，
消費者の中でも，環境意識の高い層を対象に意識調査をすると，今回とは異なる結果が出る。ちな
みに，前記『リサイクル文化』の読者を対象とした同様の調査では，新材料製品より価格が高くて
も再生材料を使用した家電製品を買うとした回答が45~48% (品目により異なる)の高率に及んで
いた。
価格や品質，見栄えだけでなく，環境問題や資源節約への貢献を評価する方向への，消費者の意
識の変革が求められている。その点で，⑤の知見は，消費者がリサイクル率の表示に高い関心を持
ち，製品選択の判断材料とすることを確認するものであり，こうした関心をどのようにして実際の
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購買行動に結びつけていくかが今後の課題として残されているといえよう。
(付記)
家電リサイクル消費者意識調査の質問票の作成にあたり，東洋大学経済学部の鈴木利治教授(環
境経済学)から有益な助言を頂戴した。厚く謝意を表したい。
本研究は，文部省科学研究費(基盤研究C，課題番号 10630058)による補助金を受けて実施した。
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